
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体に少なくとも１層のインク受容層を設けてなるインクジェット記録媒体であって
、最表層のインク受容層は顔料及び水性ポリウレタン樹脂を主成分として成り、該最表層
インク受容層中の該顔料に対する該水性ポリウレタン樹脂の割合が１０～８０重量％であ
り、該水性ポリウレタン樹脂は活性水素化合物と脂肪族及び／又は脂環族系ポリイソシア
ネート化合物との反応により生成され、該活性水素化合物は数平均分子量が５００～３０
００のポリエーテルポリオール化合物を４０～８０重量％含み、該水性ポリウレタン樹脂
の最低造膜温度が－１０～５０℃であるインクジェット用記録媒体。
【請求項２】
　前記最表層インク受容層中に更に前記水性ポリウレタン樹脂以外の結着剤を前記水性ポ
リウレタン樹脂と同重量以下含む請求項１に記載のインクジェット用記録媒体。
【請求項３】
　前記水性ポリウレタン樹脂が酸基を有し、樹脂固形分当たりの酸価が２０～６０  ＫＯ
Ｈｍｇ／ｇである請求項１又は２に記載のインクジェット用記録媒体。
【請求項４】
　前記最表層のインク受容層が、ゲル化キャスト法で形成された請求項１～３のいずれか
一項に記載のインクジェット用記録媒体。
【請求項５】
　前記ゲル化キャスト法が、蟻酸アンモニウムを含む凝固液を用いることを特徴とする請
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求項４に記載のインクジェット用記録媒体。
【請求項６】
　顔料及び水性ポリウレタン樹脂を主成分として水に溶解又は分散させたインクジェット
用記録媒体のインク受容層用塗布液であって、該顔料に対する該水性ポリウレタン樹脂の
割合が１０～８０重量％であり、該水性ポリウレタン樹脂は活性水素化合物と脂肪族及び
／又は脂環族系ポリイソシアネート化合物との反応により生成され、該活性水素化合物は
数平均分子量が５００～３０００のポリエーテルポリオール化合物を４０～８０重量％含
み、該水性ポリウレタン樹脂の最低造膜温度が－１０～ インクジェット用記
録媒体のインク受容層用塗布液。
【請求項７】
　更に前記水性ポリウレタン樹脂以外の結着剤を前記水性ポリウレタン樹脂と同重量以下
含む請求項６に記載のインクジェット用記録媒体のインク受容層用塗布液。
【請求項８】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、良好な光沢、表面強度、記録媒体の変色、且つ画像の褪色を抑制した記録媒体
に関し、特に水性インクを用いる記録方式に好適なインクジェット用記録媒体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年のインクジェットプリンターの目覚しい進歩、デジタルカメラの著しい普及により、
インクジェット用記録媒体に要求される品質も年々高くなってきている。特に、従来の銀
塩写真に対抗する光沢を有するインクジェット用記録媒体において顕著である。これまで
、光沢度が高く且つインク吸収性や印字濃度などの印字性能が最も重要な品質であり、現
在においても変わらないが、これらの品質以外に、白紙部及び画像部の保存性、表面強度
が強く求められてきている。
この光沢タイプのインクジェット用記録媒体は、製造装置の特徴を生かして様々な手法で
製造されているが、キャストコーターでの製造が最もコストメリットが大きい。
キャストコート法とは、顔料と結着剤とを主成分とする塗工液成分を原紙上に塗工した後
キャスト仕上げする方法であり、具体的には（１）塗工層が湿潤状態にある間に鏡面仕上
げした加熱ドラムに圧着し、乾燥するウェットキャスト法（直接法）、（２）湿潤状態の
塗工層を一旦乾燥あるいは半乾燥した後に再湿潤液により膨潤可塑化させ、鏡面仕上げし
た加熱ドラムに圧着し乾燥するリウェット法、（３）湿潤状態の塗工層を凝固処理により
ゲル状態にして、鏡面仕上げした加熱ドラムに圧着し乾燥するゲル化キャスト法（凝固法
）の３種類の方法が一般に知られている。
【０００３】
これらの製造方法の原理は、湿潤状態の塗工層を鏡面仕上げの面に押し当てて、塗工層表
面に光沢を付与するという点で同一であるが、当業者間では個別の技術としての認識があ
り、凝固法で製造された記録媒体は、銀塩写真に匹敵する面感、光沢を有している。
一般に、インクジェット記録媒体に使用される顔料はインク吸収性の点から、シリカ、ア
ルミナなどの多孔質のものが適している。一方、キャストコート法に使用される結着剤は
、それぞれの製造方法で適したものが異なるが、ＰＶＡ、カゼイン、でんぷん、ＳＢＲ、
アクリル、スチレンアクリル、酢酸ビニル、ウレタンなど様々ある。
特にＳＢＲ、アクリルは光沢の発現、表面強度に優れるため、上市されている多くのイン
クジェット記録媒体に使用されている。ＳＢＲは、その骨格を構成しているブタジエンの
二重結合が酸化防止剤の役割をするため、画像の褪色を抑制できる利点もある。しかし、
ＳＢＲの骨格を構成しているブタジエンの二重結合が酸化されると、インクジェット記録
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５０℃である

前記水性ポリウレタン樹脂が酸基を有し、樹脂固形分当たりの酸価が２０～６０  ＫＯ
Ｈｍｇ／ｇであって、該水性ポリウレタン樹脂の重量平均粒子径が８０～２００ｎｍであ
る請求項６又は７に記載のインクジェット用記録媒体のインク受容層用塗布液。



媒体自体が変色する問題がある。
【０００４】
一方、アクリルはＳＢＲと同等の光沢、強度などを発現し、ＳＢＲの問題点である記録媒
体自体の変色もないが、画像部の褪色しやすい問題がある。このように、一般的にインク
ジェット記録媒体に使用されている結着剤は一長一短の性能である。
ウレタンにおいては、特開平８－２４６３９２号公報には水性ウレタン樹脂を用いたイン
クジェット記録用キャストコート紙が記載されているが、イソシアネートとポリオールの
組み合わせによってウレタンの性能は全く違うため、全てのウレタン樹脂が同様の性能を
示すわけではなかった。このため、インク受容層に用いるウレタンはインクジェット記録
媒体が要求される品質を発現させるために、多くのイソシアネートとポリオールの組み合
わせから選択する必要があった。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
そこで、本発明者等は、光沢、強度、白紙部の変色防止、及び画像部のインク褪色防止の
効果を有するウレタンの検討を行った結果、特定の組成、樹脂特性を有する水性ポリウレ
タン樹脂を用いて上記問題点を解決することが可能であることを見出し、本発明にいたっ
た。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
上記の課題は、本発明によって達成された。
即ち、本発明は、支持体に少なくとも１層のインク受容層を設けてなるインクジェット記
録媒体であって、最表層のインク受容層は顔料及び水性ポリウレタン樹脂を主成分として
成り、該最表層インク受容層中の該顔料に対する該水性ポリウレタン樹脂の割合が５～８
０重量％であり、該水性ポリウレタン樹脂は活性水素化合物と脂肪族及び／又は脂環族系
ポリイソシアネート化合物との反応により生成され、該活性水素化合物は数平均分子量が
５００～３０００のポリエーテルポリオール化合物を４０～８０重量％含み、該水性ポリ
ウレタン樹脂の最低造膜温度が－１０～５０℃であるインクジェット用記録媒体である。
前記最表層インク受容層中に更に前記水性ポリウレタン樹脂以外の結着剤を前記水性ポリ
ウレタン樹脂と同重量以下含んでもよい。前記最表層のインク受容層はゲル化キャスト法
で形成されていることが好ましく、前記ゲル化キャスト法が蟻酸アンモニウムを含む凝固
液を用いるゲル化キャスト法であることがより好ましい。
【０００７】
　また、本発明は顔料及び水性ポリウレタン樹脂を主成分として水に溶解又は分散させた
インクジェット用記録媒体のインク受容層用塗布液であって、該顔料に対する該水性ポリ
ウレタン樹脂の割合が５～８０重量％であり、該水性ポリウレタン樹脂は活性水素化合物
と脂肪族及び／又は脂環族系ポリイソシアネート化合物との反応により生成され、該活性
水素化合物は数平均分子量が５００～３０００のポリエーテルポリオール化合物を４０～
８０重量％含み、該水性ポリウレタン樹脂の最低造膜温度が－１０～５０ インク
ジェット用記録媒体のインク受容層用塗布液である。前記塗布液は更に前記水性ポリウレ
タン樹脂以外の結着剤を前記水性ポリウレタン樹脂と同重量以下含んでもよい。

【０００８】
【発明の実施の形態】
本明細書において「水性ポリウレタン樹脂」の「水性」とは、ポリウレタン樹脂が、水又
は水と少量の有機溶剤からなる媒体中で、溶解又は分散し、安定化することを意味する。
なお、有機溶剤を用いる場合は、水に対し５０重量％未満、好ましくは１０重量％未満で
あり、かつ樹脂液の引火点が無いことが必要である。本発明のインクジェット記録媒体を
作成するために、支持体に塗工する塗工液中ではこの水性ポリウレタン樹脂は粒子となっ
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℃である

更に、前
記塗布液において、前記水性ポリウレタン樹脂が酸基を有し、樹脂固形分当たりの酸価が
２０～６０  ＫＯＨｍｇ／ｇであって、前記水性ポリウレタン樹脂の重量平均粒子径が８
０～２００ｎｍであってもよい。



て溶解又は分散されているが、塗工し乾燥した後には該ポリウレタン樹脂は顔料の結着剤
となる。
【０００９】
本発明で用いられる水性ポリウレタン樹脂は、適当なポリイソシアネート化合物と活性水
素化合物との反応により得られる。
ポリイソシアネート化合物の好ましい態様として、脂肪族又は脂環族系のものが挙げられ
、この範疇の化合物であれば特に制限されるものではないが、工業的に容易に入手可能な
具体例として例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、
４，４－ジシクロヘキシルメタン－ジイソシアネート、ノルボルネンジイソシアネート、
キシリレンジイソシアネート、水添キシルレンジイソシアネート、ｍ－テトラメチルキシ
リレンジイソシアネート等の、いわゆる無黄変若しくは難黄変型のポリイソシアネート化
合物又はそれらのアルキル置換体、アルコキシ置換体、ニトロ置換体や、多価アルコール
とのプレポリマー型変成体、カルボジイミド゛変成体、ビュレット変成体、ダイマー化、
トリマー化反応変成物等が挙げられ、このうちインクジェット用記録媒体の変色防止の観
点で無黄変タイプ；特にヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート
、４，４－ジシクロヘキシルメタン－ジイソシアネート、ノルボルネンジイソシアネート
、水添キシリレンジイソシアネート、又はそれらのアルキル置換体、アルコキシ置換体、
ニトロ置換体や、多価アルコールとのプレポリマー型変成体、カルボジイミド変成体、ビ
ュレット変成体、ダイマー化、トリマー化反応変成物が特に好ましい。
【００１０】
上記ポリイソシアネート化合物と反応し得る活性水素化合物として、ポリエーテルポリオ
ール化合物が使用される。
本発明で使用されるポリエーテルポリオール化合物は、環状エーテル化合物の開環重合又
は共重合によって得られるものであり、例えば、ポリエチレングリコール、ポリプロピレ
ングリコール、ポリブチレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、及び
これらのエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド変性品等を挙げることができる。こ
れらはそれぞれ単独又は２種類以上混合して用いてもよい。
本発明で使用されるポリエーテルポリオール化合物は、公知の開環重合又は共重合によっ
て製造することができる。
【００１１】
本発明で使用されるポリエーテルポリオール化合物を開環重合又は共重合によって製造す
る場合に使用することのできる開始剤としては、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、トリエチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、プ
ロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ブチレングリコール、ネオペンチルグリ
コール、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ブタントリオー
ル、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、ヘキ
サントリオール、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、シクロペンタンジ
オール、シクロヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、ジシクロヘキサンジオ
ール等の脂肪族ポリオール、ジヒドロキシベンゼン、ビスフェノールＡ、ビスフェノール
Ｆ、キシリレングリコール、ビスフェノールＡ－ビス－（２－ヒドロキシエチルエーテル
）、ビスフェノールＳ等の芳香族ポリオール；エチレンジアミン、ジエチレントリアミン
、トリエチレンテトラミン、プロピレンジアミン、ブチレンジアミン、ヘキサメチレンジ
アミン、シクロヘキシレンジアミン、フェニレンジアミン、トリレンジアミン、キシレン
ジアミン、ｍ－キシレンジアミン、イソフォロンジアミン、ノルボルネンジアミン等の活
性水素化合物を挙げることができる。
【００１２】
本発明で使用されるポリエーテルポリオール化合物の開環重合又は共重合に使用すること
のできる環状エーテル化合物としては、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ト
リメチレンオキサイド、ブチレンオキサイド、α－メチルトリメチレンオキサイド、３，
３’－ジメチルトリメチレンオキサイド、テトラヒドロフラン、ジオキサン等を挙げるこ
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とができる。
【００１３】
本発明においては、ポリイソシアネート化合物と反応し得る、前記ポリエーテルポリオー
ル化合物以外の活性水素化合物を併用することができる。
これらの活性水素化合物としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエ
チレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、プロピレングリ
コール、ジプロピレングリコール、ブチレングリコール、ネオペンチルグリコール、グリ
セリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ブタントリオール、ペンタエ
リスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、ヘキサントリオー
ル、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、シクロペンタンジオール、シク
ロヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、ジシクロヘキサンジオール等の脂肪
族ポリオール、ジヒドロキシベンゼン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、キシリレ
ングリコール、ビスフェノールＡ－ビス－（２－ヒドロキシエチルエーテル）、ビスフェ
ノールＳ等の芳香族ポリオールなどのポリオール化合物；ポリエステルポリオール、ポリ
カーボネートポリオール、ポリカプロラクトンポリオール、シリコンポリオール；更に、
シュウ酸、グルタミン酸、アジピン酸、酢酸、フタル酸、イソフタル酸、サリチル酸、ピ
ロメリット酸等の有機酸と前記ポリオールとの縮合反応生成物；エチレンジアミン、ジエ
チレントリアミン、トリエチレンテトラミン、プロピレンジアミン、ブチレンジアミン、
ヘキサメチレンジアミン、シクロヘキシレンジアミン、フェニレンジアミン、トリレンジ
アミン、キシレンジアミン、ｍ－キシレンジアミン、イソフォロンジアミン、ノルボルネ
ンジアミン等のポリアミンを使用することが出来る。これらはそれぞれ単独又は２種類以
上混合して用いてもよい。
【００１４】
本発明に用いられる水性ポリウレタン樹脂は、分子鎖中に前記ポリイソシアネート化合物
と反応し得る活性水素化合物１００重量部に対し、数平均分子量５００～３０００、好ま
しくは１０００～２０００のポリエーテルポリオール化合物を４０～８０重量％、好まし
くは４０～６５重量％含有することが必須である。数平均分子量はゲルパーミエーション
クロマトグラフィー (ＧＰＣ )を用いてポリスチレン標準換算により求められる。
上記ポリエーテルポリオール化合物を使用すると、活性水素化合物として数平均分子量５
００～３０００のエステル系ポリオール化合物、カーボネート系ポリオール化合物、カプ
ロラクトン系ポリオール化合物を同量用いた場合と比較して、得られた紙面の面感、光沢
が良好になる。
【００１５】
　本発明に用いられる水性ポリウレタン樹脂中の固形分酸価は、 に準
拠した測定方法により得られた値が、２０～６０  ＫＯＨｍｇ／ｇ、特に２５～４５  ＫＯ
Ｈｍｇ／ｇのものが好ましい。上記酸価の範囲内であると、凝固性、光沢が良好である。
　本発明において、水性ポリウレタン樹脂は酸基を有するが、この酸基は酸の性質を有す
るいかなる基であってもよく、該基中にカルボキシル基やスルホン酸基を有するものが好
ましい。水性ポリウレタン樹脂中に酸基を導入する成分として、例えば２，２－ジメチロ
ール乳酸、２，２－ジメチロールプロピオン酸、２，２－ジメチロールブタン酸、２，２
－ジメチロール吉草酸、３，４－ジアミノブタンスルホン酸、３，６－ジアミノ－２－ト
ルエンスルホン酸、及びこれらのカプロラクトン変性品が挙げられるが、これらに限定さ
れるものではない。
【００１６】
又、本発明に用いられる水性ポリウレタン樹脂の最低造膜温度 (ＭＦＴ )は、－１０～５０
℃、好ましくは－１０～３０℃の範囲であることが必要である。最低造膜温度が－１０℃
以上であると、紙面がブロッキングしにくくなり最低造膜温度が５０℃以下であると、紙
表面の強度が向上する傾向にある。この最低造膜温度はＪＩＳ  Ｋ  ６８２８に従って測定
する。
更に、本発明で用いられる水性ポリウレタン樹脂の重量平均粒子径は８０～２００ｎｍ、
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特に１００～２００ｎｍであることが好ましい。重量平均粒子径が２００ｎｍ以下である
と塗工作業性が良好となり、一方重量平均粒子径が８０ｎｍ以上であると、印刷時のイン
ク吸収性が良好となる傾向がある。本発明において重量平均粒子径は動的光散乱法により
求める。
【００１７】
本発明の水性ポリウレタン樹脂の製造方法は、特に制限されるものではないが、例えば、
以下のような方法が挙げられる。
（１）ポリイソシアネート化合物、イソシアネート基と反応し得る活性水素化合物、及び
イソシアネート基と反応する活性水素基を有し、且つ分子中にカルボキシル基及びスルホ
ン酸基の少なくとも一方を有する化合物を、イソシアネート基が過剰になるような当量比
で、有機溶剤の存在下又は非存在下で反応させ、分子末端にイソシアネート基を有したウ
レタンプレポリマーを製造する。その後、三級アミン等の中和剤により、上記プレポリマ
ー中のカルボキシル基及び又はスルホン酸基を中和する。ついで、この中和プレポリマー
を、鎖伸長剤含有の水溶液中に投入して反応させた後、系内に有機溶剤を含有する場合は
それを除去し、水性ポリウレタン樹脂を得る。
（２）上記の方法で得た未中和のウレタンプレポリマーを、中和剤及び鎖伸長剤を有する
水溶液中に投入して反応させて水性ポリウレタン樹脂を得る。
（３）前記（１）の方法で得た中和済みのウレタンプレポリマー中に、鎖伸長剤を有する
水溶液を加え、反応させて水性ポリウレタン樹脂を得る。
（４）前記（１）の方法で得た未中和のウレタンプレポリマー中に、中和剤及び鎖伸長剤
を有する水溶液を加え、反応させて水性ポリウレタン樹脂を得る。
【００１８】
本発明に用いられる鎖伸長剤としては通常のポリウレタン製造に用いるものを用いてよい
が、例えば、水や、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン
、プロピレンジアミン、ブチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、シクロヘキシレン
ジアミン、トリレンジアミン、キシレンジアミン、イソフォロンジアミン、ノルボルネン
ジアミン等のポリアミン化合物が適当である。
【００１９】
又、プレポリマー製造時において有機溶剤を使用する場合、この有機溶剤としてメチルエ
チルケトン、アセトン等のケトン類、酢酸メチル、酢酸エチル等のエステル類、テトラヒ
ドロフラン、ジエチレングリコールジメチルエーテル等のグリコールエーテル類、Ｎ－メ
チル－２－ピロリドン等を用いることができる。これらの溶剤は単独で、又は２種類以上
の混合状態で用いることが出来る。得られた水性ポリウレタン樹脂中に、上記の有機溶剤
が存在する場合には、樹脂液中の水に対し、５０重量％未満、好ましくは１０重量％未満
で、かつタグ密閉式によって測定した時に樹脂液の引火点の発生が無いことが必須である
。
【００２０】
更に、前記製造方法で得られたプレポリマーは、この中和剤で４級化されるが、中和剤と
しては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルエタノールアミ
ン、トリエチルアミン、Ｎ－メチルモルホリン、Ｎ－エチルモルホリンのような３級アミ
ン、水酸化カリウム、水酸化ナトリウムのようなアルカリ金属化合物、テトラメチルアン
モニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシドのようなアンモニウム塩
、アンモニアのような化合物を用いることができる。
【００２１】
本発明のインク受容層は、顔料と結着剤から成るが、これら以外の成分を含むことを排除
するものではない。本発明において水性ポリウレタン樹脂は結着剤として機能する。
本発明においては、インク受容層中に前記水性ポリウレタン樹脂を顔料１００重量部に対
して５～８０重量部、特に１０～６０重量部、より特に３０～５０重量部含有することが
好ましい。水性ポリウレタン樹脂の配合量が多くなると、記録媒体のインク吸収性が劣る
傾向にある。
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本発明においては、インク受容層中に前記水性ポリウレタン樹脂以外の公知の結着剤、例
えば酸化デンプン、エステル化デンプン、酵素変性デンプン、カチオン化デンプン等のデ
ンプン類、カゼイン、大豆タンパク等のタンパク質類、カルボキシルメチルセルロース、
ヒドロキシエチルセルロース等のセルロース誘導体、また、アクリルエマルジョン、酢酸
ビニルエマルジョン、アクリル－酢酸ビニルエマルジョン、塩化ビニリデンエマルジョン
、スチレンブタジエンラテックス、アクリロニトリルブタジエンラテックス、ポリエステ
ルディスパーション等の水分散性高分子化合物等を本発明の効果を損なわない範囲で使用
することができる。
本発明においては、前記水性ポリウレタン樹脂は、インク受容層に含有される全結着剤中
５０重量％以上含有されることが好ましい。
特に、ゲル化キャストコート法と呼ばれる凝固法を用いる場合には、結着剤にカゼインを
配合することが好ましい。本発明において、インク受容層中にカゼインを配合すると、イ
ンク受容層用塗工液の塗工性が良好になり好ましい。カゼインの配合量はインク受容層中
に１０重量％以下が好ましい。カゼインの配合量が多くなると、白紙部の保存性が劣る傾
向にある。
【００２２】
本発明に用いる支持体は透気性を有するシート状のものであれば特に限定されず、透明で
あっても不透明であっても良い。例えば、上質紙、印画紙原紙、画用紙、アート紙、コー
ト紙、キャストコート紙、クラフト紙等の紙類や、不織布などが適宜用途に応じて使用で
きる。また、必要に応じて各種機能を有する塗工層を前記のシートに設けたものを支持体
として用いても良い。本発明の支持体においては、操業性の点から好ましい透気度は１０
００秒以下であり、塗工性の点からステキヒトサイズ度は５秒以上であることが望ましい
。
【００２３】
本発明におけるインク受容層に用いる顔料としては、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カル
シウム、カオリン、クレー、タルク、二酸化チタン、酸化亜鉛、炭酸亜鉛、サチンホワイ
ト、炭酸マグネシウム、珪酸マグネシウム、硫酸カルシウム、珪酸カルシウム、珪酸アル
ミニウム、水酸化アルミニウム、アルミナゾル、コロイダルアルミナ、擬ベーマイト等の
アルミナやアルミナ水和物、ゼオライト、シリカ、コロイダルシリカ、プラスチックピグ
メント等が挙げられるが、インク吸収性あるいはインク定着性の点から、アルミナあるい
は合成シリカが好ましく用いられる。本発明の効果は顔料が合成シリカである場合、特に
顕著に現れる。
【００２４】
本発明においては、さらに増粘剤、消泡剤、抑泡剤、顔料分散剤、離型剤、発泡剤、ｐＨ
調整剤、表面サイズ剤、着色染料、着色顔料、蛍光染料、紫外線吸収剤、酸化防止剤、光
安定化剤、防腐剤、耐水化剤、染料定着剤、界面活性剤、湿潤紙力増強剤等を、本発明の
効果を損なわない範囲内で適宜インク受容層に添加できる。
【００２５】
インク受容層を支持体上に設ける手段としては、各種ブレードコーター、ロールコーター
、エアーナイフコーター、バーコーター、カーテンコーター、グラビアコーター、ゲート
ロールコーター、ショートドウェルコーター等の公知の塗工装置をオンマシン、あるいは
オフマシンで使用できる。
また、インク受容層をカレンダー処理等、公知の方法で表面を処理することによって光沢
を付与することができる。また、インク受容層をキャスト法や転写法で形成することによ
っても光沢を付与することができる。なお、キャスト法とは、塗工後の湿潤状態にある塗
工面を加熱した仕上げ面に圧着して乾燥する方法であり、転写法とは、仮支持体上に設け
たインク受容層を支持体上に接着手段を用いて仮支持体の面を写し取ったインク受容層を
転写する方法である。キャスト法において、本発明の水性ポリウレタン樹脂の効果がより
顕著に発現する。
インク受容層の塗工量は、原紙の表面を覆い、かつ十分なインク吸収性が得られる範囲で
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任意に調整することができるが、記録濃度及びインク吸収性を両立させる観点から、片面
当たり、固形分換算で５～３０ｇ／ｍ 2であることが好ましく、特に、生産性をも加味す
ると１０～２５ｇ／ｍ 2であることが好ましい。３０ｇ／ｍ 2を超えると、鏡面仕上げ面か
らの剥離性が低下し塗工層が鏡面仕上げ面に付着するなどの問題を生じる。
【００２６】
インク受容層をゲル化キャストコート法と呼ばれる凝固法を用いてインク受容層を形成す
る場合においては、前記公知の塗工装置でインク受容層を塗布後、未乾燥のインク受容層
を凝固液にてゲル化させ、加熱した仕上げ面に圧着し、乾燥する。凝固液に用いる凝固剤
としては、蟻酸、酢酸、クエン酸、酒石酸、乳酸、塩酸、硫酸等のカルシウム、亜鉛、マ
グネシウム等の各種の塩が用いられる。本発明においてはアンモニウム塩が好ましく、蟻
酸アンモニウムが最も好ましく用いられる。凝固剤としてアンモニウム塩を用いると、連
続操業性が向上するだけでなく、前記水性ポリウレタン樹脂の黄変を抑制することができ
る。
【００２７】
【発明の効果】
本発明のインクジェット用記録媒体は、インク受容層に水性ポリウレタン樹脂を含有する
インク受容層を最表層に有することで、表面強度、白紙部の変色防止、画像部の褪色防止
の効果があるインクジェット記録媒体である。また、インク受容層をキャスト法で設ける
ことにより光沢を付与することもできる。
【００２８】
【実施例】
以下、本発明の記録媒体の具体的な構成を実施例によって説明すると共に、本記録媒体の
特性を比較例と対比して説明するが、本発明はこれによって限定されるものではない。な
お、実施例中の「部」及び「％」は、特に明示しない限り、それぞれ「重量部」及び「重
量％」を表す。
【００２９】

広葉樹クラフトパルプ（Ｌ－ＢＫＰ）１００部を叩解して濾水度３５０ｍｌｃｓｆとした
パルプに、炭酸カルシウム４部、カチオン化デンプン１部、ポリアクリルアミド０．３部
、アルキルケテンダイマー乳化物０．５部を添加し、長網抄紙機を用いて常法により抄紙
した後、前乾燥を行い、その後燐酸エステル化デンプン５％とポリビニルアルコール０．
５％の液をサイズプレスで乾燥重量３．２ｇ／ｍ２ となるように塗布した後、後乾燥及び
マシンカレンダー処理を施して、坪量１００ｇ／ｍ２ の支持体を得た。
【００３０】

温度計、窒素導入管、冷却管を備えた３０００ｍｌの４つ口フラスコに、数平均分子量２
０００のポリプロピレングリコール２０５．０ｇ、ネオペンチルグリコール９１．８ｇ、
トリメチロールプロパン９．２ｇ、２，２－ジメチロールプロピオン酸５３．８ｇ、メチ
ルエチルケトン４２９．４ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン８５．９ｇ及びイソホロンジ
イソシアネート３９０．２ｇを装入し、８０℃で１０時間反応させた。系内のＮＣＯ重量
％が１．７％になったところで６０℃に冷却し、トリエチルアミン３２．５ｇを添加し、
更に３０分攪拌した。得られた中和済みプレポリマー溶液と、イオン交換水１６３１．７
ｇとを混合し、５０℃減圧下で残存メチルエチルケトンを留去することにより、不揮発分
３０％、粘度２００ｍＰａ・ｓ、ｐＨ７．９、重量平均粒子径１７０ｎｍ、最低造膜温度
１０℃、樹脂固形分酸価３０ＫＯＨｍｇ／ｇの水性ポリウレタン樹脂 (ＵＤ－１ )を得た。
ここで重量平均粒子径は動的光散乱法粒子径測定装置 (大塚電子株式会社製；商品名 LPA-3
000)を用いて測定して求めた（以下同様）。
【００３１】

温度計、窒素導入管、冷却管を備えた３０００ｍｌの４つ口フラスコに、数平均分子量２
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０００のポリプロピレングリコール１０７．４ｇ、ネオペンチルグリコール６８．５ｇ、
トリメチロールプロパン６．９ｇ、数平均分子量３５６のプロピレンオキサイド変成ビス
フェノールＡ　１２１．８ｇ、２，２－ジメチロールプロピオン酸４８．４ｇ、酢酸エチ
ル３８５．３ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン７７．１ｇ及び４，４’－ジシクロヘキシ
ルメタン－ジイソシアネート３９７．８ｇを装入し、８０℃で１０時間反応させた。系内
のＮＣＯ重量％が１．９％になったところで６０℃に冷却し、トリエチルアミン８７．６
ｇを添加し、更に３０分攪拌した。得られた中和済みプレポリマー溶液と、イオン交換水
１４６４．１ｇとを混合し、５０℃減圧下で残存酢酸エチルを留去することにより、不揮
発分３０％、粘度１０ｍＰａ・ｓ、ｐＨ７．８、重量平均粒子径２２０ｎｍ、最低造膜温
度１００℃の水性ポリウレタン樹脂 (ＵＤ－２ )を得た。
【００３２】

温度計、窒素導入管、冷却管を備えた３０００ｍｌの４つ口フラスコに、数平均分子量２
０００のネオペンチルグリコールアジペート２０５．０ｇ、ネオペンチルグリコール９１
．８ｇ、トリメチロールプロパン９．２ｇ、２，２－ジメチロールプロピオン酸５３．８
ｇ、メチルエチルケトン４２９．４ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン８５．９ｇ及びイソ
ホロンジイソシアネート３９０．２ｇを装入し、８０℃で１０時間反応させた。系内のＮ
ＣＯ重量％が１．７％になったところで６０℃に冷却した後、トリエチルアミン３２．５
ｇを添加し、更に３０分攪拌した。得られた中和済みプレポリマー溶液と、イオン交換水
１６３１．７ｇとを混合し、５０℃減圧下で残存メチルエチルケトンを留去することによ
り、不揮発分３０％、粘度２１ｍＰａ・ｓ、ｐＨ７．９、重量平均粒子径１９７ｎｍ、最
低造膜温度５℃の水性ポリウレタン樹脂 (ＵＤ－３ )を得た。
【００３３】

蟻酸アンモニウム５％、染料定着剤（昭和高分子製、ポリフィックスＦＰ７００）５％、
及び剥離剤（ノプコートＳＹＣ）０．５％を含む水溶液を調整した。
蟻酸カルシウム５％、染料定着剤（昭和高分子製、ポリフィックスＦＰ７００）５％、及
び剥離剤（ノプコートＳＹＣ）０．５％を含む水溶液を調整した。
【００３４】

顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－１）１０部を添加し、固形分２５％の塗工
液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－１）３０部を添加し、固形分２５％の塗工
液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
【００３５】

顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－１）５０部を添加し、固形分２５％の塗工
液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
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水性ポリウレタン樹脂 (ＵＤ－３ )の製造

凝固液１の調整

凝固液２の調整

実施例１

実施例２

実施例３

実施例４



顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－１）６０部を添加し、固形分２５％の塗工
液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
【００３６】

顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂 (ＵＤ－１ )３０部を添加し、固形分２５％の塗工液
を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液２で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－１）５部を添加し、固形分２５％の塗工液
を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
【００３７】

顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－２）３０部を添加し、固形分２５％の塗工
液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及び水性ポリウレタン樹脂（ＵＤ－３）３０部を添加し、固形分２５％の塗工
液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
【００３８】

顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及びＳＢＲ（住友Ａ＆Ｌ製、商品名：ＳＮ３３５Ｒ）３０部を添加し、固形分
２５％の塗工液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
顔料としてシリカ（トクヤマ製、ファインシールＸ３７Ｂ）１００部を水に分散し、カゼ
イン１０部及びアクリル（クラリアントポリマー製、モビニール７４７）３０部を添加し
、固形分２５％の塗工液を調整した。
この塗工液を、コンマコーターを用いて塗工量が１８ｇ /ｍ２ となるように支持体の片面
に塗布した後、凝固液１で凝固処理し、塗工層が湿潤状態にあるうちに、１００℃に加熱
した鏡面に圧着し、乾燥してキャストコート紙を製造した。
【００３９】
実施例１～５及び比較例１～５における光沢度、画像部保存性、白紙部保存性、塗工層の
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実施例５

比較例１

比較例２

比較例３

比較例４

比較例５



評面強度を下記の評価基準で評価し、結果を表１に示す。評価が×でなければ問題なく使
用できる。なお、記録はインクジェットプリンター（ＰＭ－８００Ｃ：セイコーエプソン
株式会社製の商品名）を用いた。
１．光沢度：ＪＩＳ　Ｐ８１４２に準拠し、測定した。光沢度が高いほど、光沢紙として
は好ましい。
２．画像部保存性（１）：オゾン濃度５０ｐｐｍ、２０℃の環境下で３時間暴露処理し、
べた部（シアンおよびマゼンタ）の濃度残存率を次の式から求めた。
濃度残存率（％）＝処理後のマクベス濃度／処理前のマクベス濃度×１００
・シアン
８０％以上　○
８０％未満　×
・マゼンタ
６０％以上　○
６０％未満　×
【００４０】
３．画像部保存性（２）：紫外線（キセノンランプ７０Ｗ／ｍ２ ）で２４時間処理し、べ
た部（シアンおよびマゼンタ）の濃度残存率を次の式から求めた。
濃度残存率（％）＝処理後のマクベス濃度／処理前のマクベス濃度×１００
・シアン
９５％以上　　　　　　◎
９５未満９０％以上　　○
９０％未満　　　　　　×
・マゼンタ
６５％以上　　　　　　◎
６５％未満６０％以上　○
６０％未満　　　　　　×
【００４１】
４．白紙部保存性：直射日光が当たらない、一般的なオフィスの壁に４週間貼付け、白紙
部の色の変化（ΔＥ＊）を測定した。
１．８未満　　　　　　　◎
２．０未満～１．８以上　○
２．０以上　　　　　　　×
５．鉛筆硬度：ＪＩＳ　Ｋ５４００に準拠し、鉛筆ひっかき試験にて測定、評価を行った
。
３Ｈ以上　　◎
２Ｈ～ＨＢ　○
Ｂ以下　　　×
【００４２】
６．面感：記録媒体表面の欠陥（ピンホール、光沢ムラなど）を下記の基準で目視にて評
価した。
○：欠陥がほとんどない。あるいは問題にならないレベル。
×：明らかに欠陥が認められる。
７．インク吸収性（ブリーディング）
色の異なる混色べた部の境界で滲みを目視で評価した。
○：  色の境界部が明瞭に分かれているもの
△：  色の境界部で、若干滲みがあるもの
×：  色の境界部で、滲みが大きいもの
【００４３】
【表１】
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